３　昭和２５年度以降の府税の税率等の推移
（鉱区税）

	
	鉱区税

	昭和25年度
	

	昭和26年度
	

	昭和27年度
	

	昭和28年度
	

	昭和29年度
	

	昭和30年度
	

	昭和31年度
	

	昭和32年度
	

	昭和33年度
	

	昭和34年度
	

	昭和35年度
	

	昭和36年度
	

	昭和37年度
	

	昭和38年度
	

	昭和39年度
	

	昭和40年度
	砂鉱を目的とする鉱業権の鉱区について、税率を面積100アールごと年90円に統一。

	昭和41年度
	石油又は可燃性天然ガスを目的とする鉱業権の鉱区についての税率の３分の１軽減。

	昭和42年度
	

	昭和43年度
	

	昭和44年度
	

	昭和45年度
	

	昭和46年度
	

	昭和47年度
	

	昭和48年度
	

	昭和49年度
	納期を５月中とする。

	昭和50年度
	

	昭和51年度
	

	昭和52年度
	①砂鉱を目的としない鉱業権の鉱区


面積100アールごとに
試掘鉱区
年180円




採掘鉱区
年360円

②砂鉱を目的とする鉱業権の鉱区下記の鉱区以外のもの


面積100アールごとに

年180円

河床に存するもの（鉱業法施行法によるものに限る。）


延長1,000メートルごとに
年540円

	昭和53年度
	

	昭和54年度
	

	昭和55年度
	

	昭和56年度
	

	昭和57年度
	

	昭和58年度
	①砂鉱を目的としない鉱業権の鉱区


面積100アールごとに
試掘鉱区
年200円




採掘鉱区
年400円

②砂鉱を目的とする鉱業権の鉱区


面積100アールごとに

年200円

	昭和59年度
	

	昭和60年度
	

	昭和61年度
	

	昭和62年度
	

	昭和63年度
	

	平成元年度
	

	平成2年度
	

	平成3年度
	

	平成4年度
	

	平成5年度
	

	平成6年度
	

	平成7年度
	

	平成8年度
	

	平成9年度
	

	平成10年度
	

	平成11年度
	

	平成12年度
	

	平成13年度
	

	平成14年度
	

	平成15年度
	

	平成16年度
	

	平成17年度
	

	平成18年度
	

	平成19年度
	

	平成20年度
	

	平成21年度
	

	平成22年度
	

	平成23年度
	

	平成24年度
	

	平成25年度
	

	平成26年度
	

	平成27年度
	

	平成28年度
	

	平成29年度
	

	平成30年度
	

	令和元年度
	

	令和２年度
	

	令和３年度
	

	令和４年度
	

	令和５年度
	

	令和６年度
	


